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研究要旨 

 日本産婦人科医会が 2017年度に実施した「分娩に関する調査」及び追加の二次調査の結果の検討を行

った。 

 その結果、わが国の無痛分娩は、病院でも診療所でも実施されていること、いずれも実施数は増加傾向

になること、麻酔科医は不足しており、帝王切開や無痛分娩の管理を産科医が担当している施設が多数存

在していることが明らかになった。有害事象については、麻酔合併症は発生しているものの、調査の範囲

では妊産婦死亡は報告されなかった。 

 無痛分娩の安全性向上のため、無痛分娩実施施設では、麻酔合併症に対して適切に対応可能な体制整備

が必要と考えられた。 
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A. 研究目的：無痛分娩に関する実態調査をし、

安全な無痛分娩の実施のために必要と考えられる

診療体制を構築することを目的とした。 

 

B. 研究方法： 

(ア) 対象期間と目的：2014、2015、2016 年

の３年間の産科麻酔、特に無痛分娩についての実

情、などについても調査を行う。調査の概要をス

ライド①に示す。無痛分娩、帰省分娩、未受診妊

婦の実数を調査するとともに、産科麻酔について

の実情などについても調査を行う。 

 (イ) 対象：分娩取扱施設 2,391 施設（病院 

1,044施設、診療所 1,347施設） 

 (ウ) 調査期間：2017年 6月 9～30日 

 (エ) 方法：アンケート記述調査 

なお、本研究は公益社団法人日本産婦人科医会の

倫理委員会の承認を得て実施した。アンケート様

式をスライド②に示す。 

 

C. 調査結果： 

1）回答施設数は 1,423 で回収率は 59.5％であっ

た。総分娩数は 1,820,354 で、調査期間の出生数

2,986,194 の 61％であった。予定帝王切開は

213,599件 (11.7%)、緊急帝王切開は 139,553 件

(7.7%)、無痛分娩 は 96,253 件 (5.3%)であった

（スライド③）。無痛分娩の 53％が診療所で、47％

が病院であった（スライド③）。 

 

2）無痛分娩の実施率は 4.6％5.5％,6.1％と漸増し

ていた（スライド③）。 

 

3）年間の施設あたりの無痛分娩の実施数は、病

院、診療所とも 20 件以下が最も多かった（スラ

イド④、⑤）。病院では 20件以下が５０％、つい

で２１～４０、１０１～２００件が多かった。診

療所では２０件以下が４０％、ついで２１～40件、

１０１～２００件が多かった（スライド⑥）。 

 

4）硬膜外無痛分娩数（CSE 含む）について 

施設／地域別（平成 28 年）をみると地域差がみ

られた。病院では関東で最大値が 1506 件、中央

値 19.5 件であった。診療所では最大値 562 件、

中央値 53 件であった。中央値をみると、病院で

は、北海道・東北 10件、関東 19.5件、北陸・東

海 21 件、近畿 15.5 件、中国・四国 14.5 件、九

州 6 件でった。診療所については、それぞれ 73

件、５３件、２７件、４０件、２２件、22.5件で

あった（スライド⑦）。 

 

5）産科医と麻酔科医の常勤医師数の分布をみる

と、産科医については病院の中央値 5人 (1～32)、

診療所の中央値 1 人 (1～7)であった。麻酔科医

については病院の中央値 3人 (0～58)、診療所の

中央値 0人 (0～4) であった（スライド⑧）。 

6）診療所における産科常勤医師数（無痛分娩有

無別）についてみると、無痛分娩ありの施設では

常勤１人が５３％、２人が３３％、3人が１２％、

それ以上が４％であった。 

 

7）帝王切開の麻酔担当者については、病院では 8

割が麻酔科医によって帝王切開の麻酔が管理され

ているが、診療所では 8割以上が術者兼麻酔担当

が行われていた（スライド⑩） 

 

8）硬膜外麻酔による無痛分娩を施行する施設で

の帝王切開の適応は、病院では医学的適応６１．

６％、患者の希望５８．８％、診療所では医学的

適応３６．１％、患者の希望８７．４％（重複回

答）だった（スライド⑪）。 

 

9）無痛分娩の管理は、産科医が病院で 62.7 ％診

療所で 84.9%、麻酔科標榜医を持つ産科医が病院

で 7.4％、診療所で 12.9 ％、麻酔科医が病院で

47.0％、診療所で 9.1％であり、病院と言えども

必ずしも麻酔科医ばかりが管理しているわけでは

なかった。診療所では病院に比べ、助産師が薬剤

注入をする場合が少なくなかった（スライド⑫）。 

 

10）産科麻酔のヒヤリハットを 2016 年 1 年間で

見ると、224 施設 (15.7%) 753 件の報告あり１

５０分娩あたり１件であった。もっとも多いのが

多量出血１２１施設、過量投与 7施設、局所麻酔

薬中毒 13施設、全脊髄くも膜下麻酔 13であった

（スライド⑬）。 

 

11）無痛分娩のヒヤリハットは、2016 年 1 年間

に 56施設（11％） から 126件の報告があり、250

分娩あたり１件であった。多量出血・ショックが

最も多く 29施設から報告があった（スライド⑭）。 

 

12）無痛分娩自体に関連するヒヤリハットの内容

を二次調査として実施した。調査票と結果は別表

にしめす。対象は「分娩に関する調査」で産科麻

酔による有害事象を報告した224施設の所在する

都府県の全分娩取扱病院、診療所に実施し、有効

回答は 29施設、有害事象の報告数は 37例であっ

た。局麻酔薬中毒 2 例、血管内誤注入 2 例 、脊

髄くも膜下麻酔薬投与 1例、硬膜外カテーテル遺

残１例、低血圧 1例であった（スライド⑮）。 

 

13）その他、産科医・麻酔科医の数、認定制度の

必要性等対する会員からの意見を聞いた。 

・現在の各施設の医師数について：医師が不足し

ていると答えたのは病院で 71.7％、診療所で

69.5％であった。無痛分娩の有無とで差はなかっ

た（スライド⑯）。 

・帝切の麻酔は麻酔科医がすべきであるか、につ

いては、１４２３施設の回答で、すべきであると



答えたのは病院（無痛分娩あり 62.6％、なし

73.4％）、診療所（無痛分娩あり 28.1％、なし

37.2％）（スライド⑰）、麻酔科医がすべきとは思

わないの理由として、麻酔科が緊急に間にあわな

い、産科医が緊急には対応した方が予後が良い、

コスト面から麻酔医の常勤は雇えない、等の意見

があった（スライド⑱）。 

・無痛分娩の認定制度について、無痛分娩実施病

院では賛成 51.9％、反対 34.7%、未実施病院で

は、賛成 51.3%、反対 20.9%で、無痛分娩実施

診療所では賛成 40.7％、反対 44.6%、未実施診療

所では、賛成 36.8%、反対 24.4%であった。（ス

ライド⑲）、賛成６２１施設の意見には、事故防止、

急変対応のために必要、講習会・e-learning 等受

け、何らかの認定が必要、麻酔科でも産科麻酔の

サブスペシャリテイが必要、等の意見（スライド

⑳）、反対４１４施設の意見には、無痛分娩の普及、

医療の萎縮につながる、規制が厳しいと廃業につ

ながる、質の担保ができない、教育、研修、スキ

ルの習得は必要、安全性を確保できる施設基準は

必要と改革の必要性を認めた反対意見もみられた

（スライド㉑）。 

  

D. 考察： 

 

1） わが国の無痛分娩の実態をある程度把握

することができた。 

2） 無痛分娩の実施件数は徐々に増加してい

ることが明らかになった。 

3） 分娩取り扱いや、無痛分娩をとりまく現状

を改善させる必要性を感じている産婦人

科医は少なくなかった。 

4） リスク管理の重要さは理解していても、産

婦人科医及び麻酔科医の絶対的不足を含

む医療資源（マンパワー、コスト面）上の

課題が、安全な体制整備の重大な課題とな

っていることが明らかになった。 

5） 無痛分娩の認定制度等については、特に診

療所で賛同が得られているとは言えない

結果だったが、ガイドラインや研修制度な

どの医療安全向上のための施策の必要性

についてはコンセンサスが得られている

と考えられた。 

6） 本調査の結果から、わが国の無痛分娩は、

病院でも診療所でも実施されていること、

いずれも実施数は増加傾向になること、帝

王切開及び無痛分娩の担当医は診療所は

その大多数が、病院においても相当数が産

婦人科医の担当となっている。無痛分娩の

安全性向上の方策を検討する際には、まず

このような現状を認識する必要がある。産

婦人科医の立場からは、現在の周産期医療

提供体制を前提として、無痛分娩の安全性

向上の施策を進めることについては異論

がないが、その際、分娩の現場に混乱がお

きないような配慮が必要と考えられた。わ

が国の現在の周産期医療体制の基盤は、総

合周産期母子医療センター（三次；いかな

るハイリスクにも対応）、地域周産期母子

医療センター・総合病院（二次；中等度リ

スクにも対応）、中小産科施設（一次；正

常とローリスク）に機能分担し、連携、特

に搬送体制を確保することによって成立

している。センターはハイリスク妊婦への

対応ができる範囲で、無痛分娩需要に対応

していく必要がある。 

7） 無痛分娩を提供する施設は「規模」に関わ

らず、提供する医師や医療従事者の教育・

研修を進め、安全性を担保できる範囲で実

施する必要があると考えられた。 

 

Ｅ. 結論 

 日本産婦人科医会が 2017 年度に実施した「分

娩に関する調査」及び追加の二次調査の結果の検

討を行った。 

 その結果、わが国の無痛分娩は、病院でも診療

所でも実施されていること、いずれも実施数は増

加傾向になること、麻酔科医は不足しており、帝

王切開や無痛分娩の管理を産科医が担当している

施設が多数存在していることが明らかになった。

有害事象については、麻酔合併症は発生している

ものの、調査の範囲では妊産婦死亡は報告されな

かった。 

 無痛分娩の安全性向上のため、無痛分娩実施施

設では、麻酔合併症に対して適切に対応可能な体

制整備が必要と考えられた。 

 

Ｆ．健康危険情報：特になし。 

G. 研究発表：特になし。 

H.知的財産権の出願・登録状況：特になし。 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 

 

              

  

 

 

 

                            



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
  



 
 

 

 

 

 

 

 

  



 

 
 

 

 

 

 
  



 

 
 

 

 

 

 

  



 

 
 

 

 

 

  



 

 
 

 

  



 

 
 

 

  



 

 

 
 

 

 

  



 
 

 

 

 

 
  



 

 


